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防衛省十条地区施設管理業務における民間競争入札実施要項（案） 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下、

「法」という。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サー

ビスによる利益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見

直しを行い、その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を

適切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現す

ることを目指すものである。 

 前記を踏まえ、防衛省は、公共サービス改革基本方針（平成２５年６月１４日閣議決

定）別表（新プロセス移行事業一覧）において民間競争入札の対象として引き続き選定

された防衛省十条地区施設管理業務（以下、「施設管理業務」という。）について、公

共サービス改革基本方針に従って、本実施要項を定めるものとする。 

 

１．対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき対象公共サー

ビスの質に関する事項（法第１４条第２項第１号） 

 

１．１対象公共サービスの詳細な内容 

（１）対象施設の概要 

＜施設概要＞ 

  施設名称 ： 防衛省十条地区 

  所 在 地 ： 東京都北区十条台１丁目５－７０ 

敷地面積 ： 約１２ｈａ 

建  物 ：  施設配置図は別紙１のとおり 

        各建物の構造、建設年月日、建築面積、延床面積は、別紙２のとおり 

施設管理業務の範囲 ： 別紙１及び２に記載の建物等 

 

＜施設目的＞ 

 十条地区は、陸上自衛隊補給統制本部、海上自衛隊補給本部、航空自衛隊補給本部、

航空自衛隊第２補給処十条支処、北関東防衛局等が所在しており、約３千人の隊員等

が勤務し、全国各地の自衛隊が国防、災害派遣、国際貢献等の任務を達成するために

必要不可欠な装備品等の調達、保管、補給又は整備及びこれらに関する調査研究につ

いての事務の実施の企画、総合調整及び統制業務を実施している。 

 

（２）業務の対象と業務内容 

十条地区の各施設は、全国の自衛隊が防衛、災害派遣、国際貢献等の任務を達成

するために必要不可欠な装備品等の調達、保管、補給若しくは整備及びこれらに関

する調査研究等の事務処理、又は装備品等の検査等を実施しており、これらの各種

任務が適正かつ確実に実施されるよう、施設管理業務（建築設備点検保守業務、電

気設備点検保守業務、機械設備点検保守業務、運転・監視及び日常点検業務、環境

整備等業務、植栽管理業務、廃棄物管理業務、環境保全業務）を行うこととする。 

 

① 建築設備点検保守業務 

十条地区に設置されているエレベーターの点検保守業務を行う。 

 

② 電気設備点検保守業務 
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    十条地区に設置されている中央監視システム、特高受変電設備、親子時計、非

常用電源自家発電設備、重要施設用自家発電設備、交流無停電電源設備及び直流

電源設備の点検保守業務を行う。 

 

③ 機械設備点検保守業務 

    十条地区に設置されている庁舎等空調設備、吸収冷温水機、ターボ冷凍機、空

調設備自動制御装置、真空式温水発生器、駐屯地燃料地下タンク、消防設備、非

常用ろ過設備及び厨房除害設備の点検保守並びにフィルター及び冷却水管の洗

浄業務等を行う。 

 

④ 運転・監視及び日常点検業務 

    十条地区に設置されている中央監視システム及び防災システムの運転・監視業

務並びに電気設備の日常点検・保守業務を行う。 

 

⑤ 環境整備業務 

    十条地区庁舎の日常・定期清掃、窓清掃、高置水槽･受水槽清掃、排水槽清掃

及びねずみ・こん虫等点検防疫作業を行う。 

 

⑥ 植栽管理業務 

    十条地区内の樹木剪定業務を行う。 

 

⑦ 廃棄物管理業務 

    十条地区のごみ処理作業、廃棄物処理装置点検保守及び駐屯地紙裁断機保守業

務を行う。 

 

⑧ 環境保全業務 

    十条地区の水質検査業務を行う。 

 

なお、各業務の内容については別紙３「業務内容」のとおりとする。  

 

１．１．１施設管理業務全般に係る業務 

 業務の実施に当たっては、一企業とすることも、複数の企業で構成されるグループ（以

下「共同体」という。）とすることも可能とする。 

 

（１）共同体の監理について 

   施設管理業務を実施するに当たり、共同体を構成する場合は、その代表となる企

業（以下「代表企業」という。）を定め、代表企業は共同体に参加するその他の企

業（以下「グループ企業」という。）と密に連携をとり、施設管理業務を包括的に

監理すること。 

 

（２）発注者との連携について 

   施設管理業務を実施する民間事業者（以下「民間事業者」という。）は、定期的

に防衛省と連携を図り、施設管理業務を円滑に実施すること。 

 

（３）代表企業の権限 

   共同体の代表企業は、施設管理業務の履行に関し、共同体を代表して発注者及び監
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督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって契約代金の請求、受領及び共同体

に属する財産を監理する権限を有するものとする。 

 

（４）統括管理業務 

  ① 統括管理業務 

    民間事業者は、防衛省に対する報告及び調整、各業務従事者（共同体で参加する

場合は、各企業）への指示及び関係者との調整等の施設管理業務を円滑に実施する

ための業務（以下「統括管理業務」という。）を実施する。 

 

  ② 統括管理責任者 

ア  民間事業者は、統括管理業務を実施するに当たり、施設管理業務に関する高度

の知見を有する者を統括管理責任者として選出することとする。ただし共同体で

参加する場合の統括管理責任者は、代表企業から選出すること。 

     なお、統括管理責任者は業務責任者との兼務を妨げないが、各業務が円滑に実

施できる体制(態勢)であること。また、統括管理責任者が欠けた場合の代行者を

あらかじめ定めておくこと。 

 

イ 統括管理責任者は、各業務の履行状況を常に把握し、施設管理担当者に報告す

ること。 

 

ウ 施設管理担当者からの指示は、統括管理責任者が受け、各業務責任者を通じて

速やかに実行すること。 

 

エ 各業務責任者は、統括管理責任者を通じて施設管理担当者に、報告書その他の

関係書類を提出し、業務の重要事項に関することを報告するものとする。 

 

  ③ 副統括管理責任者 

ア 統括管理責任者は、業務分野を定め、当該業務分野に関する高度の知見を有す 

る者を副統括管理責任者として民間事業者から選出することができる。この場合、 

業務責任者との兼務を妨げないが、各業務が円滑に実施できる体制(態勢)である 

こと。 

 

イ 副統括管理責任者を選出した場合には、同責任者は統括管理責任者を補助し、

統括管理責任者が不在の場合は、これに代わるものとする。 

 

  ④ 勤務体制 

   ア 統括管理責任者は、統括管理業務の実施に当たり専任及び十条地区への

常駐は要しないが、常時、施設管理責任者と連絡が取れる体制であること。 

 

   イ やむを得ない理由により、統括管理責任者への連絡が不能となる場合は、

事前に施設管理責任者に報告し、その了解を得なければならない。また、

連絡が不能となる間、統括管理責任者若しくは副統括管理責任者又はこれ

らの者の業務を代行できる者の連絡先を施設管理責任者に報告しなければ

ならない。 

 

（５）業務の引継ぎ 
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① 施設管理業務を落札した民間事業者（以下「受注予定者」という。）は、直ちに

現在業務を請け負っている者（以下「現受注者」という。）から業務の履行に支障

を来さないよう業務の引継ぎを受けなければならない。 

 

② 現受注者は、受注予定者に対して確実に業務内容の引継ぎを行わなければならな

い。 

 

③ 受注予定者及び現受注者は、引継ぎ内容について防衛省側の確認を受けるものと

する。 

 

１．１．２施設管理業務 

 施設管理業務の詳細は、別冊「十条地区の施設維持管理業務仕様書」（以下「仕様書」

という。）によるものとする。 

 

１．２サービスの質の設定  

 施設管理業務の実施に当たり達成すべき質及び最低限満たすべき水準は以下のとおりと

する。 
 

１．２．１施設管理業務の質 
 

基本的な方針 主要事項 測定指標  

当該事業が防衛省におけ

る調達等の後方支援業務

に密接な関わりがあるこ

とを十分に理解し、その任

務遂行に支障を与えない

ようにする 。 

品質の維持 

・ 業務請負者の不備に起因した防衛省の

行う業務の中断回数０回 

・ 業務請負者の不備に起因した空調停止、

停電、断水、エレベータ等の停止回数０

回 

※ いずれも、自然災害等予測不能な場合

を除く。 

・ 災害、事故等の緊急時において、被災状

況の把握、応急補修、二次災害防止対策を

迅速に行うこと。 

・ 外来者や近隣住民への対応を適切に実

施することで、クレーム等の無いように

努め、公共施設としての品位を保つこと。 
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環境への配慮 

・ 環境配慮に関する各種法令を遵守し、業

務を履行すること。 

・ 東京都環境確保条例により課せられてい

る温室効果ガス排出量削減義務を達成でき

るよう協力すること。  

・ 本業務の委託期間中に、東京都環境確保

条例以外の法令等により、別途温室効果ガ

ス排出量削減義務が課せられた場合、当該

義務を達成できるよう協力すること。 

・ 上記の実施に当たっては、勤務環境低

下を最小限に留めるよう、施設管理担当

者と調整を図りつつ実施すること。 

安全の確保 

・ 業務請負者の不備に起因する施設勤務

者、入居者、来訪者、見学者等の人身事

故（病院での治療を要するもの）及び物

損事故の回数０回 

・ 業務に従事する者の健康管理上の不備に

起因する事故の発生回数０回 

 

１．２．２各業務において確保すべき水準 

 各業務において確保すべき水準は、従来の実施方法として下記６．で開示する情報に

定める内容とする。ただし、従来の実施方法については、法令に反しない限り、改善提

案を行うことができる。 

 

１．２．３創意工夫の発揮可能性 

 施設管理業務を実施するに当たっては、以下の観点から民間事業者の創意工夫を反映

し、公共サービスの質の向上（包括的な質の向上、効率化の向上、経費の削減等）に努

めるものとする。 

 

（１）施設管理業務全般に対する提案 

   民間事業者は、別途定める様式に従い、施設管理業務の実施全般に係る質の向上

の観点から取り組むべき事項等の提案を行うこととする。 

 

（２）従来の実施方法に対する改善提案 

   民間事業者は、各業務の現行基準として示す従来の実施方法に対し、改善すべき

提案がある場合は、別途定める様式に従い、具体的な方法等を示すとともに、現行

レベルの質が確保できる根拠等を提案すること。 

 

（３）コスト低減についての改善提案 

   民間事業者は、施設管理業務に係るコスト削減に関する提案がある場合は、具体

的な方法等を示すとともに、現行レベルの質が確保できる根拠等を付し提案するこ

と。 

 

１．２．４委託費の支払方法 

 防衛省は、施設管理業務について監督及び検査を行い、質の確保の状況及び企画書の
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提案事項実施状況を確認した上で、委託費を支払う。 

 委託費の支払いに当たっては、民間事業者は当該月分の業務完了後、防衛省との間で

あらかじめ定める書面により、当該月分の支払請求を行い、防衛省は、これを受領した

日から３０日以内に民間事業者に支払うものとする。 

 ただし、監督及び検査の結果、防衛省が質が確保されていない又は企画書の提案事項

が履行されていないと判断した場合は、この限りではない。 

この場合において、防衛省は、適切に業務を行うよう改善を求めることとし、民間事

業者は要因分析を行い、業務改善計画を防衛省へ提出し、承諾を得た上で業務を実施す

ること。 

 

１．２．５費用負担等に関するその他の留意事項 

（１）消耗品等 

施設管理業務を実施するに当たり、必要な消耗品や付属品の負担区分は、仕様書

によるものとする。 

 

（２）光熱水料 

   防衛省は、民間事業者が施設管理業務を実施するのに必要な電気・水・ガスを無

償で提供する。 

 

（３）電話回線等 

   施設管理業務を実施するに当たり、外部との電話回線及びインターネットが必要で

ある場合は、施設管理担当者と調整の上、防衛省の規則に基づく申請等を行うこと。

また、当該回線の使用料については、民間事業者が負担するものとする。 

 

（４）法令変更による増加費用及び損害の負担 

   法令の変更により民間事業者に生じた合理的な増加費用及び損害は、以下の①か

ら③までのいずれかに該当する場合には、防衛省が負担し、それ以外の法令変更に

よる増加費用及び損害については民間事業者が負担する。 

 

① 本件事業に類型的に又は特別に影響を及ぼす法令変更又は税制度の新設 

 

② 消費税その他類似の税制度の新設・変更（税率の変更を含む。） 

 

③ 上記①及び②のほか、法人税その他類似の税制度の新設・変更以外の税制度の

新設・変更（税率の変更を含む。） 

 

１．２．６ モニタリング方法 

（１）品質の維持 

   品質の維持に係るモニタリングは、報告書及び目視等により確認する。 

 

（２）環境への配慮 

   環境への配慮に関するモニタリングは、報告書等により確認する。 

 

（３）安全の確保 

 安全の確保に関するモニタリングは、報告書及び目視等により確認する。 
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（４）個別業務の質の確保 

上記１．２．２の各業務において確保すべき水準に記載した質の確保については、

報告書及び目視等により確認する。 

 

２．実施期間に関する事項（法第１４条第２項第２号） 

 当該事業の委託期間は、平成２６年４月１日～平成２９年３月３１日までとする（上

記に係る予算措置については、平成２６年度予算要求中であり、本入札に係る落札及び

契約締結は、当該業務に係る予算措置、予算示達がなされることを条件とする。）。 

 

３．民間競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項（法１４条第２項第３号及び 

第３項） 

（１）法第１０条各号（ただし、第１１号を除く。）に該当するものでないこと。  

 

（２）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第

７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年又は被補助人であって、契

約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当

する。 

 

（３）予決令第７１条の規定に該当しないこと。 

 

（４）平成２５･２６･２７年度競争参加資格（全省庁統一資格）において、関東・甲信

越地域における「役務の提供等」でＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされている者である

こと。 

 

（５）防衛省から指名停止又は取引停止の措置を受けている期間中の者ではないこと。 

  

（６）企画書（４．（２）①に規定する企画書をいう。）に示した業務内容を契約期間

終了までの間、確実に実行し完了することができることを約した業務確認書を提出

した者であること。 

 

（７）必要な資格等 

① 施設管理業務の実施に当たり法令上必要な資格を有している者及び資格等を

有している者を業務の実施に当たらせることができる者であること。 

 

② 前記１．１．（２）に示す施設管理業務の実施に当たり法令上必要な資格を有

している者及び資格等を有している者を業務の実施に当たらせることができる

者であること。 

ただし、以下の施設管理業務については、当該業務を行う企業が法令上の資格等

を有すること。 

・ 水質検査：水質検査機関として厚生労働大臣及び地方公共団体の認定を受けて

登録していること。 

・ 高置水槽・受水槽清掃：「建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭

和４５年法律第２０号）」に基づく「建築物飲料水貯水

槽清掃業」に登録していること。 

・ 排水槽清掃：一般廃棄物収集運搬業(汚泥)については北区長の許可を、産業廃

棄物収集運搬業及び処分業（汚泥（ビルピット汚泥））については
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

に基づく当該業務を行おうとする区域を管轄する都道府県知事（又

は廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３

００号）で定める市の長）の許可を、それぞれ受けている企業が実

施すること。 

 

③ 施設管理業務に従事する者については、日本国籍を有していること。 

 

（８）警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずる者として、

国発注業務等から排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

 

（９）労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がないこと。 

 

（１０）共同体による入札について 

① 単独で本実施要項に定める業務の全てが担えない場合は、適正に業務を遂行で

きる共同体で参加することができる。その場合、入札書類提出時までに共同体を

結成し、代表企業及び代表者を決め、他の者はグループ企業として参加するもの

とする。なお、代表企業及びグループ企業が、他の共同体に参加、又は単独で入

札に参加することはできないものとする。また代表企業及びグループ企業は、共

同体結成に関する協定書（又はこれに類する書類）を作成すること。 

 

② 共同体で入札に参加する場合には、代表企業は上記（１）から（６）まで、（８）

及び（９）の全ての要件を満たすこと。グループ企業は上記（１）から（３）まで、

（５）、（８）及び（９）の全ての要件を満たし、さらに平成２５・２６・２７年

度競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」においてＡ、Ｂ又はＣの等級

に格付けされた関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。 

    なお、（７）は、当該業務を担当する者が要件を満たしていれば良い。 

 

４．入札に参加する者の募集に関するスケジュール（法第１４条第２項第４号） 

（１）入札の実施手続及びスケジュール（予定） 
 

手続 スケジュール  

 公告 平成２５年１０月上旬頃 

 入札説明会 平成２５年１０月中旬頃 

 現場説明会 平成２５年１０月中旬頃 

 入札等に関する質疑応答 平成２５年１０月中旬以降 

 入札書類の受付期限 平成２５年１２月下旬頃 

 入札書類の評価 平成２６年１月頃 
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 開札・落札者の決定 平成２６年２月上旬頃 

 契約の締結 平成２６年４月１日 

 

（２）入札実施手続 

① 提出書類 

民間競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、本件業務実施

に係る入札金額を記載した書類（以下「入札書」という。）及び総合評価のため

の業務実施の具体的方法、その質の確保方法等（以下「業務の質等」という。）

に関する書類（以下「企画書」という。）並びに上記３．（６）に示す業務確認

書を提出すること。なお、上記の入札金額には、施設管理業務に要する一切の諸

経費の１０５分の１００に相当する金額を記載することとする。 

 

② 企画書の内容 

入札参加者が提出する企画書には、本実施要項５．（１）で示す総合評価を受

けるために、次の事項を記載すること。なお、下記カにおける提案については、

法令に反しない範囲のものとする。また、提案に当たり、入札参加者は、企画書

提出期限前に防衛省に対し質問を行うことができ、防衛省は、入札参加者が企画

書を提出期限内に提出できるよう、速やかに回答する。   

 

ア 企業の代表責任者及び業務担当者（様式１） 

     複数の企業で参加する場合は、参加企業の一覧と代表企業、各企業の代表責

任者及び業務担当者 

 

イ 必要とされる資格を証明する書類の写し（様式１に添付のこと） 

 

ウ 業務実績（様式２） 

    本実施要項１．で示す業務ごとに過去３年間の実績 

 

エ 施設管理業務実施の考え方（様式３） 

     安定した業務を実施するための基本的な方針、業務全般において特に重視す

るポイント 

 

オ 業務ごとの実施体制及び業務全体の管理方法（様式４）  

     本実施要項１．で示す業務ごとに実施体制及び業務全体の管理方法を示す

（業務ごとに担当企業が異なる場合には、業務ごとに作成のこと。）。 

 

カ 業務に対する提案事項（様式５、６及び７） 

（ア）業務の質の確保に関する提案 

 

（イ）従来の実施方法（６．で開示された既存の仕様書等に示された内容）に対

して提案を行う場合、提案を行う業務（項目）を明確にし、提案を行う理由、

提案の内容、提案による質の維持向上効果又は経費削減効果（あるいはその

両方）を具体的に示す。 
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キ 緊急時の体制及び対応方法（様式８） 

     緊急時（施設管理業務の実施に当たり想定していたとおりの業務実施が困難

になる未知の事故・事象が生じた場合）のバックアップ体制と対応方法を示す。 

 

③ 開札に当たっての留意事項 

ア 開札は、入札参加者を立ち会わせて行う。ただし、入札参加者が立ち会わな

い場合には、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 

 

イ 入札参加者は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできない。 

 

ウ 入札参加者は、開札場に入場しようとするときには、入札関係職員の求めに

応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任状

（補給統制本部調達会計部「入札及び契約心得」別紙様式第８－１  委任状（入

札等））を提示又は提出しなければならない。 

 

エ 入札参加者は、入札及び開札手続を実施している間は、支出負担行為担当官

等が特にやむを得ない事情があると認めた場合のほか、開札場を退場すること

ができない。 

 

オ 開札をした場合において、予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、

再度の入札を行う。この場合において、入札参加者は再度の入札の締切時刻まで

に再度の入札書を提出すること。ただし、入札参加者のうち開札に立ち会わなか

った者は、再度の入札に参加することはできない。 

 

カ 上記オの当初入札又は再度入札（入札執行回数は、原則２回）の結果、落札者

がいない場合は、再度入札公告を行う。 

 

５．対象公共サービスを実施する者を決定するための評価の基準その他対象公共サービ

スを実施する者の決定に関する事項（第１４条第２項第５号） 

 施設管理業務を実施する者（以下「落札者」という。）の決定は、総合評価落札方式

（除算方式）によるものとする。なお、評価の基準及び企画書等の評価は、契約の透明

性の確保及び適正化を図るため防衛省に設置した委員会等において行うものとし、当該

評価の客観性を確保するために部外有識者の意見を聴くものとする。 

 

（１）落札者決定に当たっての質の評価項目の設定 

落札者を決定するための評価は、提出された企画書の内容が、施設管理業務の目

的及び趣旨に沿って実行可能なものであるか（必須項目審査）、また、効果的なも

のであるか（加点項目審査）について行うものとする。 

なお、評価項目におけるそれぞれの配点については、別紙４による。 

 

① 必須項目審査（２５０点） 

    必須項目審査においては、入札参加者が企画書に記載した内容が、次の必須項

目を満たしていることを確認する。全て満たした場合は基礎点（２５０点）を付

与し、一つでも満たしていない場合は失格とする。 

 

ア 実施体制 
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（ア）各業務の水準が維持される体制であること。 

 

（イ）提案された内容が実現可能な体制であること。 

 

（ウ）共同体で参加する場合、代表企業とグループ企業の連携が可能な体制であ

ること。 

 

イ 業務に対する認識 

     施設管理業務の目的を理解し、計画的な業務の実施が考えられているか。 

 

ウ 現行基準レベルの質の確保の実態 

     各業務の提案内容は、要求水準が確保されるものになっているか。  

 

② 加点項目審査（最大４４０点） 

必須項目審査で合格した入札参加者に対して、次の加点項目審査を行う。なお、

提案内容については、具体的であり効果的な実施が期待されるかという観点から、

基本的には従来の実施方法及び仕様書と提案内容との比較を行い、相対評価によ

り加点する。 

 

ア 業務の質についての提案内容（２２５点） 

     質の維持・向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法、

計画等が明記されているか。また、それらが実施可能な体制が確保されている

か。 

 

イ 改善提案内容（１１５点） 

     改善提案の内容は、現行基準レベルの質の維持が確保できるものか。また、

質の向上が図られているか。 

 

ウ 緊急時への対応についての考え方・体制 （１００点） 

     具体的な事態を想定し、現実的かつ効果的な対策が提案されているか。また、

緊急時等に円滑に対応し、かつ被害を拡大させないための体制や訓練等による

現実的な対策が提案されているか。 

 

（２）落札者決定に当たっての評価方法 

① 落札者の決定方法 

    必須項目審査により得られた基礎点（２５０点）と加点項目審査で得られた加

算点（４４０点）を加算し、入札価格（予定価格の制限の範囲内であるものに限

る。）で除した値を総合評価点とし、入札参加者中で最も高い値の者を落札者と

して決定する。 

 

    総合評価点=（基礎点（２５０点）＋加算項目審査による加算点（４４０点）） 

÷入札価格 

 

② 留意事項 

ア 当該落札者の入札価格が予定価格の一定割合に満たない場合は、その価格に

よって契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるか
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否か、次の事項について改めて調査し、該当するおそれがあると認められた場

合、又は契約の相手方となるべき者と契約を締結することが公正な取引の秩序

を乱すおそれがあって著しく不適当と認められた場合には、予定価格の制限を

もって入札した他の者のうち、総合評価点の最も高い者を落札者として決定す

ることがある。 

 

（ア）当該価格で入札した理由及びその積算の妥当性（当該単価で適切な人材が

確保されているか否か、就任予定の者に支払われる賃金額が適正か否か、就

任予定の者が該当金額で了解しているか否か等） 

 

（イ）当該契約の履行体制（常駐者の有無、人数、経歴、勤務時間、専任兼任の

別、業務分担等が適切か否か等） 

 

（ウ）当該契約期間中における他の契約請負状況 

 

（エ）手持機械その他固定資産の状況 

 

（オ）国の行政機関等及び地方公共団体等に対する契約の履行状況  

 

（カ）経営状況 

 

（キ）信用状況 

 

イ 落札者となるべき者が２人以上あるときは、当該入札参加者に直ちにくじを

引かせ、落札者を決定するものとする。また、当該入札参加者のうち、くじを

引かない者があるとき又は直接くじを引くことができないときは、これに代わ

って入札事務に関係ない職員がくじを引き、落札者を決定するものとする。 

 

ウ 落札者が決定したときは、遅滞なく、落札者の氏名又は名称、落札金額、落

札者の決定理由並びに提案された内容のうち具体的な実施体制及び実施方法

の概要について公表するものとする。 

 

  ③ 初回の入札で落札者が決定しなかった場合の取扱いについて、入札参加者又はそ

の代理人の入札のうち、予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、直ちに

再度の入札を行うこととし、これによってもなお落札者となるべき者が決定しない

場合には、入札条件を見直し、再度入札公告に付することにする。 

    再度の公告によっても落札者となるべき者が決定しない場合又は業務の実施に必

要な期間が確保できない等やむを得ない場合には、防衛省は入札によらない方法に

より当該業務を実施することとし、その理由を公表するとともに、官民競争入札等

監理委員会（以下「監理委員会」という。）に報告するものとする。 

 

（３）入札の無効 

 入札後契約を締結するまでの間に、警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配

する業者又はこれに準ずる者として、国発注業務等から排除要請があり、当該状態

が継続している者のした入札は無効とする。 
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６．対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報開示に関する事項（法１４

条第２項第６号及び第４項） 

 従来の実施に関する情報は、別紙５－１～５のとおり。 

 

７．民間事業者に使用させることができる防衛省の施設・設備等（法第１４条第２項第 

７号） 

 

（１）使用施設 

   十条地区において施設管理業務を実施するために使用を認める場所は、別紙５－

４に示したとおりとする。 

 

（２）事務スペース等の借受 

    民間事業者は、施設管理業務及び同業務の実施に付随する業務を遂行するため

別紙５－４に示す事務スペース等を無償で借り受けることができる。 

 

（３）使用設備等 

① 使用可能な設備等については、仕様書に示したもの及び別紙６のとおりとする。

なお、使用する設備等については、善良なる管理者の注意義務をもって使用する

ものとする。 

 

② 民間事業者は、仕様書に示されている場合、又は必要な場合は、施設管理担当

者と協議の上、防衛省の業務に支障を来さない範囲において、必要最小限の機

器・設備等を持ち込むことができる。 

 

③ 前記②により民間事業者が持ち込んだ機器・設備等については、十条地区にお

ける施設管理業務及び防衛省が実施する他の業務に支障を来すことの無いよう、

適切な管理を行うこと。 

 

④ 機器・設備等の持込みに伴う付帯工事等の措置等が必要な場合は、防衛省と協

議の上、実施することができる。 

    なお、必要な措置等を実施した場合は、施設の使用を終了又は中止した後、直

ちに原状回復を行い、防衛省の承認を受けなければならない。 

 

（４）使用目的の制限 

  上記（１）から（３）までに示す施設等については、十条地区における施設管理

業務及び同業務の実施に付随する業務以外の目的に使用してはならない。 

 

（５）施設及び設備等の使用に係る経費 

① 民間事業者が施設管理業務を実施するために使用する十条地区の施設及び設

備等については、無償で使用することができる。 

 

② 民間事業者が、十条地区に設備等を設置する経費及び設備等から生じる経費は

民間事業者の負担とする。 
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８．民間事業者が、対象公共サービスを実施するに当たり、国の行政機関等の長に対し

て報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置、その他の対象公共サー

ビスの適正かつ確実な実施の確保のための契約により民間事業者が講ずべき措置に

関する事項（法第１４条第２項第９号） 

 

（１）報告等について 

① 業務計画書の作成と提出 

  民間事業者は、施設管理業務を行うに当たり、防衛省が指定する期日までに、

年度ごとの施設管理業務計画書を作成し、防衛省に提出すること。  

 

② 業務報告書の作成と提出 

   民間事業者は、施設管理業務の履行結果を正確に記載した業務日報、業務月報

及び年間総括報告書を業務報告書として作成し、業務終了後速やかに提出するも

のとする。 

 

③ 国等の監督及び検査体制 

    民間事業者からの報告を受けるに当たり、国の監督及び検査体制は以下のとお

りとする。 

分任支出負担行為担当官：補給統制本部調達会計部長 

分任支出負担行為担当官補助者：補給統制本部総務部管理課長 

  

（２）防衛省による調査への協力 

 防衛省は、民間事業者による業務の適正かつ確実な実施を確保する必要があると

認めるときは、民間事業者に対し、当該施設管理業務の状況に関し必要な報告を求

め、又は民間事業者の事務所（又は業務実施場所）に立ち入り、業務の実施状況若

しくは帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問することができる。 

   立入検査をする防衛省の職員は、検査等を行う際には、当該検査等が法第２６条

第１項に基づくものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す

証明書を携帯し、関係者に提示するものとする。 

 

（３）指示について  

      防衛省は、に掲げる事態が発生した場合は、民間事業者に対し、必要な措置をと

るべき旨を指示することができる。 

 ・管理業務の不備により、職員等からの苦情が多数寄せられた場合 

 ・管理業務の不備による設備の停止 

   ・管理業務の不備による利用者とのトラブルの発生等 

  また、業務の監督及び検査において業務の質の低下につながる問題点を確認した場

合又は業務改善計画の遂行が確認できない場合は、その場で指示を行うことができる。

なお、民間事業者が指示に従わない場合は、下記（５）⑪ウに該当するものとみなし、

契約を解除できるものとする。 

 

（４）秘密の保持 

 民間事業者は、施設管理業務に関して防衛省が開示した情報等（公知の事実等を

除く。）及び業務遂行過程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならない

ものとし、そのための必要な措置を講ずること。民間事業者（その者が法人である

場合にあっては、その役員）若しくはその職員その他の施設管理業務に従事してい
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る者又は従事していた者は業務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。

これらの者が秘密を漏らし、又は盗用した場合には、法第５４条により罰則の適用

がある。 

 

（５）契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

① 業務の開始及び中止 

ア 民間事業者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に施設管

理業務を開始しなければならない。 

 

イ 民間事業者は、やむを得ない事由により、施設管理業務を中止しようとする

ときは、あらかじめ防衛省の承認を受けなければならない。 

 

② 公正な取扱い 

ア 民間事業者は、施設管理業務の実施に当たって、当該施設利用者を合理的な

理由なく区別してはならない。 

イ 民間事業者は、当該施設利用者の取扱いについて、自らが行う他の事業にお

ける利用の有無等により区別してはならない。 

 

③ 金品等の授受の禁止 

    民間事業者は、施設管理業務において、金品等を受け取ること又は与えること

をしてはならない。 

 

④ 宣伝行為の禁止 

   民間事業者及び施設管理業務に従事する者は、施設管理業務の実施に当たって、

自らが行う業務の宣伝を行ってはならない。 

    民間事業者及び施設管理業務を実施する者は、施設管理業務の実施の事実をも

って、第三者に誤解を与えるような行為をしてはならない。 

 

⑤ 法令の遵守 

    民間事業者は、施設管理業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵

守しなくてはならない。 

 

⑥ 安全衛生 

    民間事業者は、施設管理業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理に

ついては、責任者を定め、関係法令に従って行わなければならない。 

 

⑦ 記録・帳簿書類等 

    民間事業者は、実施年度ごとに施設管理業務に関して作成した記録や帳簿書類

を、委託事業を終了し、又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年

間保管しなければならない。 

 

⑧ 権利及び義務の譲渡等の禁止 

    民間事業者は、書面による防衛省の承認を得ないで、次に掲げる行為を行って

はならない。  

 

ア この契約により生ずる権利又は義務の全部又は一部を第三者に譲渡し又は
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継承させること。 

 

イ 施設管理業務についての役務の全部又は一部を第三者に請け負わせ又は委

任すること。 

 

⑨ 権利義務の帰属等 

ア 施設管理業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利に抵触するとき

は、民間事業者は、その責任において、必要な措置を講じなくてはならない。 

 

イ 民間事業者は、施設管理業務の実施状況を公表しようとするときは、あらか

じめ、防衛省の承認を受けなければならない。 

 

⑩ 再委託の取扱い 

ア 民間事業者は、施設管理業務の実施に当たり、その全部を一括して再委託し

てはならない。 

 

イ 民間事業者は、施設管理業務の実施に当たり、その一部について再委託を行

う場合は、原則としてあらかじめ企画書において、再委託に関する事項（再委

託先の住所・名称・再委託先に委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理

性及び必要性、再委託先の業務履行能力並びに報告徴収その他業務管理の方

法）について記載しなければならない。 

 

ウ 民間事業者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、

再委託に関する事項を明らかにした上で防衛省の承認を受けなければならな

い。 

 

エ 民間事業者は、上記イ及びウにより再委託を行う場合には、再委託先から必

要な報告を徴収することとする。 

 

オ 再委託先は、上記の秘密の保持等、公正な取扱い、金品等の授受の禁止、宣

伝行為の禁止及び防衛省との契約によらない自らの業務の禁止について、民間

事業者と同様の義務を負うものとする。 

 

⑪ 契約解除 

    防衛省は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約の全部又は一部

を解除することができる。 

 

ア 偽りその他不正の行為により落札者となったとき。 

 

イ 法第１４条第２項第３号又は第１５条において準用される法第１０条（第１

１号を除く）の規定により民間競争入札に参加するものに必要な資格の要件を

満たさなくなったとき。 

 

ウ 本契約に従って施設管理業務を実施できなかったとき、又はこれを実施する

ことができないことが明らかになったとき。 
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エ 上記ウに掲げる場合のほか、本契約において定められた事項について重大な

違反があったとき。 

 

オ 法律若しくは本契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答

弁をしたとき。 

 

カ 法令又は本契約に基づく指示に違反したとき。 

 

キ 民間事業者又はその他の施設管理業務に従事する者が、法令又は本契約に違

反して、施設管理業務の実施に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用したと

き。 

 

ク 暴力団が業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになったと

    き。 

 

ケ 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していること

が明らかになったとき。 

 

⑫ 契約解除時の取扱い 

ア 上記⑪に該当し、契約を解除した場合には、防衛省は民間事業者に対し、当

該解除の日までに施設管理業務を本契約に基づき実施した期間に係る委託費

を支払う。 

 

イ この場合、民間事業者は、契約金額（この契約締結後、契約金額の変更があ

った場合には、変更後の契約金額。一部解除の場合は、解除部分に相当する金

額）の１００分の１０に相当する金額を違約金として防衛省の指定する期間内

に納付しなければならない。 

 

ウ 民間事業者は、上記イの規定による金額を国の指定する期日までに支払わな

いときは、その支払期限の翌日から起算して支払いのあった日までの日数に応

じて年１００分の５の割合で計算した金額を延滞金として支払わなければな

らない。 

 

エ 防衛省は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をする

ことができる。 

 

⑬ 一般的損害 

    施設管理業務を行うにつき生じた損害については、民間事業者がその費用を負担

する。ただし、その損害のうち、防衛省の責めに帰すべき事由により生じたものに

ついては、防衛省が負担する。 

 

⑭ 業務途中における共同体からの脱退 

民間事業者が、共同体による場合、代表企業及びグループ企業（以下「参加企業」

という。）は、施設管理業務を完了する日までは共同体から脱退することはできな

い。ただし、代表企業と防衛省で協議を行い、防衛省の承諾を得た場合を除く。 



- 18 - 

 

 

⑮ 業務途中における参加企業の脱退、破産又は解散に対する処置 

参加企業のうち、いずれかが業務途中において脱退、破産又は解散した場合にお

いては、防衛省の承認を得て、残存参加企業が共同連帯して当該参加企業の分担業

務を完了するものとする。 

    ただし、残存参加企業のみでは適正な履行の確保が困難なときは、残存参加企業

全員及び防衛省の承認を得て、新たな構成員を当該共同体に加入させ、当該参加企

業を加えた参加企業が共同連帯して脱退、破産又は解散した参加企業の分担業務を

完了するものとする。 

 

⑯ 談合等不正行為があった場合の違約金等の取扱い 

ア 民間事業者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、民間事業者は防

衛省の請求に基づき、契約金額（この契約締結後、契約金額の変更があった場合

には、変更後の契約金額）の１００分の１０に相当する額を違約金として防衛省

の指定する期間内に支払わなければならない。 

 

（ア）この契約に関し、民間事業者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定

に違反し、又は民間事業者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条

第１項第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が民間事業者に対

し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場

合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）

を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第

５１条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

 

（イ）納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置

命令（下記（ウ）において「納付命令又は排除措置命令」という。）において、

この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１項第 1 号の規定に違反する

行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

 

（ウ）納付命令又は排除措置命令により、民間事業者に独占禁止法第３条又は第８

条第１項第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する

行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が当該期間（こ

れらの命令に係る事件について、公正取引委員会が民間事業者に対して納付命

令を行いこれが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎で

ある当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）

が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

 

（エ）この契約に関し、民間事業者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）

の刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１

項第１号若しくは第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

 

イ 民間事業者は、上記アの規定による金額を防衛省の指定する期日までに支払わ

ないときは、その支払期限の翌日から起算して支払いのあった日までの日数に応

じて、年１００分の５の割合で計算した金額を延滞金として支払わなければなら

ない。  
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⑰ 委託内容の変更 

    防衛省及び民間事業者は、施設管理業務の質の向上の推進、又はその他やむを得

ない事由により本契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を

書面によりそれぞれの相手方へ提出し、それぞれの相手方の承諾を得なければなら

ない。 

 

⑱ 実施期間中に設備が更新される際は、更新機器について民間事業者へ通知すると

ともに、契約変更を行う場合がある。 

 

⑲ 契約の解釈 

  本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と防衛省

が協議するものとする。 

 

９．民間事業者が対象公共サービスを実施するに当たり第三者に損害を加えた場合にお

いて、その損害の賠償に関し契約により当該民間事業者が負うべき責任（国家賠償法

の規定により国の行政機関等が当該損害の賠償の責めに任ずる場合における求償に

応ずる責任を含む。）に関する事項（法第１４条第２項第１０号） 

  本契約を履行するに当たり、民間事業者又はその職員その他の当該施設管理業務に

従事する者が、故意又は過失により、当該施設管理業務の受益者等の第三者に損害を

加えた場合には、次に定めるところによるものとする。 

 

（１）防衛省が国家賠償法（昭和２２年法律第１２５号）第１条第１項等に基づき当該

第三者に対する賠償を行ったときは、防衛省は民間事業者に対し、当該第三者に支

払った損害賠償額（当該損害の発生について防衛省の責めに帰すべき理由が存する

場合は、防衛省が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について

求償することができる。 

 

（２）民間事業者が民法（明治２９年法律第８９号）第７０９条等に基づき当該第三者

に対する賠償を行った場合であって、当該損害の発生について防衛省の責めに帰す

べき理由が存するときは、民間事業者は防衛省に対し、第三者に支払った損害賠償

額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償することがで

きる。 

  

（３）民間事業者は、契約に違反し又は故意若しくは重大な過失によって、防衛省に損

害を与えたときは、その損害に相当する金額を損害賠償として防衛省に支払わなけ

ればならない。 

 

１０．対象公共サービスに係る第７条第８項に規定する評価に関する事項（法第１４条 

第２項第１１号） 

（１）実施状況に関する調査の時期 

  内閣総理大臣が行う評価の時期を踏まえ、当該業務の実施状況については、平成

２８年３月時点における状況を調査するものとする。  

 

（２）調査の方法等 

 防衛省は、民間事業者が実施した施設管理業務の内容について、その評価が的確
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に実施されるように、実施状況等の調査を行うものとする。 

 

（３）調査項目 

   １．２「サービスの質の設定」により設定した事項 

 

（４）上記調査項目に関する内容については、施設管理業務の実施状況等を報告様式に

従い内閣総理大臣へ提出するに当たり、防衛省に設置する評価委員会に報告を行い、

意見を聴くものとする。 

 

１１．その他対象公共サービスの実施に関し必要な事項 

（１）監理委員会への報告等 

  防衛省は、民間事業者に対する会計法令に基づく監督及び検査の状況について、業

務終了後に監理委員会へ報告するとともに、法第２６条及び第２７条に基づく報告

徴収、立入検査、指示等を行った場合には、その都度、措置の内容及び理由並びに

結果の概要を監理委員会へ通知することとする。 

また、法第４５条に基づき監理委員会から求められた場合には、事業の実施状況

等について監理委員会へ報告又は資料の提出を行うこととする。 

 

（２）防衛省の監督及び検査体制 

 本契約に係る監督及び検査は、支出負担行為担当官等が、自ら又は補助者に命じ

て、立会い、指示その他適切な方法によって行うこととする。 

 

（３）民間事業者が負う可能性のある主な責務等 

① 民間事業者の責務等 

 施設管理業務に従事する者は、刑法その他の罰則の適用については、法令によ

り公務に従事する職員とみなされる。 

 

② 会計検査について 

    民間事業者は、会計検査院法（昭和２２年法律第７３号）第２３条第１項第７

号に規定する「事務若しくは業務の受託者」に該当することから、会計検査院が

必要と認めるときには、同法第２５条及び第２６条により、会計検査院の実地の

検査を受けたり、同院から直接又は防衛省を通じて、資料・報告等の提出を求め

られたり質問を受けたりすることがある。 
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別紙２ 

対象施設の一覧 

建物 

番号 
建物名称 構   造 

建  設 

年月日 

建築面積 

    （㎡） 

延べ面積 

    （㎡） 

1 警衛所 ＲＣ H 8.12.24 381  381  

2 倉庫 ＲＣ H10.10. 7 983  1,857  

3 整備場 ＲＣ H10.10. 7 568  794  

4 油脂庫 ＲＣ H10.10. 7 30  30  

5 庁舎Ｂ Ｓ+ＲＣ H 9. 5.23 3,796  21,555  

6 庁舎Ａ Ｓ+ＲＣ H 9. 5.23 6,197  31,816  

7 庁舎Ｃ Ｓ+ＲＣ H 9. 5.23 3,884  17,362  

8 食厨・浴場 ＲＣ H10. 3.27 1,313  1,313  

9 隊舎Ａ ＲＣ H 9.10.31 912  3,670  

10 隊舎Ｂ ＲＣ H10. 9.28 912  3,670  

11 隊舎Ｃ ＲＣ H10.10.28 912  3,670  

12 体育館 Ｓ H10.12.18 1,693  1,769  

13 南門警衛所 ＲＣ H12. 3.30 27  27  
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別紙３ 

    
業  務  内  容 

    
業 務 分 類 業  務  内  容 備 考 

１．建築設備保守点検業務 (1) ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ点検保守 

業務内容の詳細

については､別冊

｢十条地区の施設

維持管理業務｣仕

様書による。 

２．電気設備保守点検業務 

(1) 中央監視ｼｽﾃﾑ点検保守 （※） 

(2) 特高受変電設備点検保守 （※） 

(3) 親子時計点検保守 （※） 

(4) 非常用自家発電設備点検保守 

(5) 重要施設用自家発電設備点検保守 

(6) 交流無停電電源設備点検保守 （※） 

(7) 直流電源設備点検保守 （※） 

３．機械設備保守点検業務 

(1) 庁舎等空調設備点検保守 （※） 

(2) ﾌｨﾙﾀｰ洗浄 

(3) 吸収式冷暖房機点検保守 

(4) ﾀｰﾎﾞ冷凍機点検保守 

(5) 空調設備自動制御装置点検保守 （※） 

(6) 冷却水管洗浄役務 

(7) 真空式温水発生器点検保守 

(8) 駐屯地燃料地下ﾀﾝｸ等定期点検 

(9) 消防設備点検保守 （※） 

(10) 非常用ろ過設備点検保守 

(11) 除害設備点検保守 

４．運転・監視及び日常点検業務 (1) 庁舎等設備の維持管理業務委託 （※） 

５．環境整備業務 

(1) 高置水槽・受水槽清掃役務 

(2) 排水槽清掃役務 （※） 

(3) ねずみ･こん虫等点検防除役務 

(4) 庁舎等清掃役務 

(5) 庁舎窓清掃役務 

６．植栽管理業務 (1) 樹木剪定役務 

７．廃棄物管理業務 

(1) ごみ処理作業等役務 

(2) 廃棄物処理装置点検保守 

(3) 駐屯地紙細断機保守点検 

８．環境保全業務 (1) 水質検査 

    
    
※ 入札前に作業員名簿を提出する業務 

  



- 24 - 

 

 

     

 

  
評     価     表 

        実施

要項

区分 

業務区分 

項番 評価項目・評価の視点 

得点配分 

得点 
  実施要領区分 

基礎

点 

加算

点 

①
必
須
項
目
審
査 

業務共通 
    

  

  1) 実施体制 1 
各業務の業務水準が維持される体制であるか                                                      

(グループで参加する場合、代表企業とグループ企業の連携が可能な体制であるか) 

0／

50 
－   

    2 提案された内容が実現可能な体制であるか 
0／

50 
－   

  2)業務に対する認識 3 管理・運営業務の目的を理解し、計画的な業務の実施が考えられているか 
0／

50 
－   

    4 本業務を確実に実施するための基本的な方針が明確となっているか 
0／

50 
－   

  
3)現行基準レベルの

質の確保の実態 
5 

各業務の提案内容は、(発注者側の)要求水準が確保されているものとなってい

るか 

0／

50 
－   

②
加
点
項
目
審
査 

管理・運営業務全般に係

る業務に関する提案     
  

  
1) 業務の質につい

ての提案内容 
6 

本業務の包括的な管理・運営に関する提案がなされているか                 

(方法、計画により、各業務の適正かつ円滑な実施が確保されるか) 
－ 

0～

30 
  

    7 
業務遂行体制において施設管理者に対し、常時、適切に対応するための工夫

が取られているか 
－ 

0～

20 
  

    8 施設を適正な状態に保持する等の工夫がみられるか － 
0～

20 
  

建築設備保守点検業務 
    

  

  
1) 業務の質につい

ての提案内容 
9 

質の向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法、計画等が

明記されており、それらが実施可能な体制が確保されているか 
－ 

0～

10 
  

    10 施設を適正な状態に保持する等の工夫がみられるか － 
0～

10 
  

  2)改善提案内容 11 改善提案の内容は、質の向上が図られているか － 
0～

10 
  

    12 業務コスト等削減のための方策が提案されているか － 0～5   

電気設備保守点検業務 
    

  

  
1) 業務の質につい

ての提案内容 
9 

質の向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法、計画等が

明記されており、それらが実施可能な体制が確保されているか 
－ 

0～

10 
  

    10 施設を適正な状態に保持する等の工夫がみられるか － 
0～

10 
  

  2)改善提案内容 11 改善提案の内容は、質の向上が図られているか － 
0～

10 
  

    12 業務コスト等削減のための方策が提案されているか － 0～5   

機械設備保守点検業務 
    

  

  
1) 業務の質につい

ての提案内容 
13 

質の向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法、計画等が

明記されており、それらが実施可能な体制が確保されているか 
－ 

0～

10 
  

    14 施設を適正な状態に保持する等の工夫がみられるか － 
0～

10 
  

  2)改善提案内容 15 改善提案の内容は、質の向上が図られているか － 
0～

10 
  

    16 業務コスト等削減のための方策が提案されているか － 0～5   

運転・監視及び日常点検

業務     
  

  
1) 業務の質につい

ての提案内容 
17 

質の向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法、計画等が

明記されており、それらが実施可能な体制が確保されているか 
－ 

0～

10 
  

    18 施設を適正な状態に保持する等の工夫がみられるか － 
0～

10 
  

  2)改善提案内容 19 改善提案の内容は、質の向上が図られているか － 
0～

10 
  

    20 業務コスト等削減のための方策が提案されているか － 0～5   

別紙 4-1 
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環境整備業務 
   

 

  

  
1) 業務の質につい

ての提案内容 
21 

質の向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法、計画等が

明記されており、それらが実施可能な体制が確保されているか 
－ 

0～

10 
  

    22 施設を適正な状態に保持する等の工夫がみられるか － 
0～

10 
  

  2)改善提案内容 23 改善提案の内容は、質の向上が図られているか － 
0～

10 
  

    24 業務コスト等削減のための方策が提案されているか － 0～5   

植栽管理業務           

  
1) 業務の質につい

ての提案内容 
25 

質の向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法、計画等が

明記されており、それらが実施可能な体制が確保されているか 
－ 

0～

10 
  

    26 施設を適正な状態に保持する等の工夫がみられるか － 0～5   

  2)改善提案内容 27 改善提案の内容は、質の向上が図られているか － 0～5   

    28 業務コスト等削減のための方策が提案されているか － 0～5   

廃棄物管理業務           

  
1) 業務の質につい

ての提案内容 
29 

質の向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法、計画等が

明記されており、それらが実施可能な体制が確保されているか 
－ 

0～

10 
  

    30 施設を適正な状態に保持する等の工夫がみられるか － 
0～

10 
  

  2)改善提案内容 31 改善提案の内容は、質の向上が図られているか － 
0～

10 
  

    32 業務コスト等削減のための方策が提案されているか － 0～5   

環境保全業務           

  
1) 業務の質につい

ての提案内容 
33 

質の向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法、計画等が

明記されており、それらが実施可能な体制が確保されているか 
－ 

0～

10 
  

    34 施設を適正な状態に保持する等の工夫がみられるか － 
0～

10 
  

  2)改善提案内容 35 改善提案の内容は、質の向上が図られているか － 
0～

10 
  

    36 業務コスト等削減のための方策が提案されているか － 0～5   

緊急時及び非常時対応 
    

  

  

3) 緊急時への対応

についての提案内

容 

37 具体的な事態を想定し、現実的かつ効果的な対策が提案されているか － 
0～

30 
  

    38 各業務における安全管理及び安全対策に対する提案は効果的なものであるか － 
0～

20 
  

    39 緊急時の対策(連絡体制)は明確で効果的なものであるか － 
0～

20 
  

    40 
トラブル時や緊急時に円滑に対応し、かつ被害を拡大させないための体制、対

策が提案されているか 
－ 

0～

30 
  

合計得点 250 440   

 

 

 

 

 

 

 

 

従来の実施状況に関する情報の開示 

別紙 4-2 

別紙５－１ 
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1 従来の実施に要した経費 （単位：千円） 

  平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

  
人件費 

常勤職員 0 0 0 

  非常勤職員 0 0 0 

  物件費 0 0 0 

  

委託費等 

委託費定額部分 201,551 185,291 187,346 

  成果報酬等 0 0 0 

  旅費その他 0 0 0 

計（a） 201,551 185,291 187,346 

参 

考 

値 

(b) 

減価償却費 0 0 0 

退職給付費用 0 0 0 

間接部門費 0 0 0 

（a）+（b） 201,551 185,291 187,346           

  
          

  

（注記事項） 
           

  

  
           

  

  

委託費内訳 
     

（単位：千円） 
   

  

  業務内容 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 備考   

  別紙のとおり           

              

              

              

              

  計           
    

   

  
           

  

  
           

  

  
           

  

  

  

  

                

                      
  

    
別紙５－２ 
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委託費の内訳 

    
（単位：千円） 

業務内容 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 備考 

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ点検保守 

201,551 185,291 187,346   

庁舎等設備の維持管理業務委託 

中央監視ｼｽﾃﾑ点検保守 

特高受変電設備点検保守 

親子時計点検保守 

消防設備点検役務 

非常用自家発電設備点検保守 

重要施設用自家発電設備点検保守 

交流無停電電源設備点検保守 

直流電源設備点検保守 

庁舎等空調設備点検保守 

ﾌｨﾙﾀｰ洗浄 

吸収式冷暖房機点検保守 

吸収式冷暖房機分解整備 

ﾀｰﾎﾞ冷凍機点検保守 

空調設備自動制御装置点検保守 

冷却水管洗浄役務 

ﾀｰﾎﾞ冷凍機分解整備 

高置水槽･受水槽清掃役務 

排水槽清掃役務 

真空式温水発生器点検保守 

駐屯地燃料地下ﾀﾝｸ等定期点検 

水質検査 

非常用ろ過設備点検保守 

ねずみ･こん虫等点検防除役務 

除害設備点検 

ごみ処理作業等役務 

樹木剪定役務 

廃棄物処理装置点検保守 

駐屯地紙細断機保守点検 

庁舎等清掃役務 

庁舎窓清掃役務 

計 201,551 185,291 187,346   

          

    
別紙５－３ 
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2 従来の実施に要した人員経費 （単位：人） 

  平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

十条駐屯地で実施した業務に関わる人員 

常勤職員 0 0 0 

非常勤職員 0 0 0 

（業務従事者に求められる知識・経験等） 

 各業務の仕様書を参照 

  

  

  

  

  

  

  

（業務の繁閑の状況とその対応） 

繁忙時期：通年 

  

  

  

  

  

  

  

（注記事項） 

  

 対象業務については、一般競争入札（総合評価落札方式)により実施 

  

  

  

  

  

  

       
別紙５－４ 
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  3 従来の実施に要した施設及び設備     

   ○ 中央監視ｼｽﾃﾑ･防災ｼｽﾃﾑの運転･監視室 119 ㎡ 

   ○ 清掃控室                       23 ㎡ 

   ○ 清掃用具置場                    24 ㎡ 

    

    

  （注記事項） 

  ・業務を実施するため上記施設を無償で貸与する。 

  ・施設内における貸し出し物品等は別紙６のとおり。 

  ・業務を実施するための機器及び消耗品等はすべて受託者が用意する。 

    

    

  

4 従来の実施における目的の達成の程度（例）   

  
平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 

防衛省十条地区で実施した施設管理業務に係る目的の達成程度 

  

○業務請負者の不備に起因した十条地区の行う業務の中断回数：０回 

○業務請負者の不備に起因した空調停止、停電、断水、エレベータ等の停止回数：０回 

○業務請負者の不備に起因する施設利用者、来訪者等の人身事故（病院での治療を要するもの) 

及び物損事故の回数：０回 
    

  

○業務に従事する者の健康管理上の不備に起因する事故の発生回数：０回 
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5 従来の実施方法等   

従来の実施方法（業務フロー図等） 

１. 従来の業務は仕様書のとおりとし、監督及び検査については官側が実施する。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（注記事項） 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

    
別紙６ 
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使用可能な設備等の内訳 

     
建物名 場所 設備等名 数量 備考 

庁舎Ａ 地下１階防災ｾﾝﾀｰ 中央監視ｼｽﾃﾑ 一式 庁舎等設備の維持管理業務委託 

庁舎Ａ 地下１階防災ｾﾝﾀｰ 防災ｼｽﾃﾑ 一式 庁舎等設備の維持管理業務委託 

庁舎Ａ 地下１階防災ｾﾝﾀｰ 靴箱 1 庁舎等設備の維持管理業務委託 

庁舎Ａ 地下１階清掃員控室 テーブル 1 庁舎等清掃役務 

警衛所 塵芥処理場 プレハブ物置 2 ごみ処理作業役務 

警衛所 塵芥処理場 冷蔵庫（生ゴミ集積用） 1 ごみ処理作業役務 

警衛所 塵芥処理場 ゴミ処理設備（コンパクタ・オープンコンテナ） 一式 ごみ処理作業役務 

警衛所 塵芥処理場 掃除機 1 ごみ処理作業役務 

警衛所 塵芥処理場 庭箒・塵取 各２ ごみ処理作業役務 

警衛所 塵芥処理場 竹箒 2 ごみ処理作業役務 

警衛所 塵芥処理場 自在ホーキ 2 ごみ処理作業役務 

警衛所 塵芥処理場 草刈カマ 1 ごみ処理作業役務 

警衛所 塵芥処理場 ホースリール 1 ごみ処理作業役務 
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【様式１】 

     

施設管理業務企画書 

１. 企業の代表責任者及び本業務担当者 

■複数の企業で参加する場合は、参加企業の一覧と代表企業、各企業の代表責任者及び本業務担当者を 

記載すること。 
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【様式２】 

    
２. 業務実績 

■本実施要項（１.）で示す業務毎に過去３年間の実績を記載すること。 

 （1）建築設備保守点検業務 

業務名 発注者 時期 業務内容 

      施設規模 

      請負金額等 

        

        

 （2）電気設備保守点検業務 

業務名 発注者 時期 業務内容 

      施設規模 

      請負金額等 

        

        

 （3）機械設備保守点検業務 

業務名 発注者 時期 業務内容 

      施設規模 

      請負金額等 

        

        

 （4）運転・監視及び日常点検等業務 

業務名 発注者 時期 業務内容 

      施設規模 

      請負金額等 

        

        

 （5）環境整備業務 

業務名 発注者 時期 業務内容 

      施設規模 

      請負金額等 

        

        

 （6）植栽監理業務 

業務名 発注者 時期 業務内容 

      施設規模 

      請負金額等 

        

        

 （7）廃棄物管理業務 

業務名 発注者 時期 業務内容 

      施設規模 

      請負金額等 
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 （8）環境保全業務 

業務名 発注者 時期 業務内容 

      施設規模 

      請負金額等 

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 35 - 

 

    
【様式３】 

     
３. 本業務実施の考え方 

■安定した業務を実施するための基本的な方針、業務全般において特に重視するポイント等を具体的 

に記載すること。 
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【様式４】 

     
４. 業務ごとの実施体制及び業務全体の管理方法 

■本実施要領（１．）で示す業務ごとに実施体制及び業務全体の管理方法等を具体的に記載すること。業務ご

とに実施する企業が異なる場合は、業務全体の管理方法に加え、業務ごとの実施体制及び管理体制を記載す

ること。 
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【様式５】 

     
５. 施設管理業務の実施全般に対する質の確保に関する提案 

■以下の項目について、具体的かつ簡潔にまとめること。なお、建築設備保守点検業務、各設維持保守点検

業務、運転・監視及び日常点検業務、環境整備業務、植栽管理業務、廃棄物管理業務、環境保全業務の各業

務ごとに提案書を作成することができる。 

  

 1. 施設管理業務の実施全般に対する質の確保についての考え方 

  

  

  

  

  

 2. 質の確保に関する提案事項 
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【様式６】 

 ※表の枠が不足する場合は適宜追加すること。 
   

６. 改善提案総括表 

■従来の実施方法に対し、改善提案を行う場合は、改善を行う業務の項目と提案の概略を整理すること。な

お、下記の改善提案のない業務項目については、防衛省が提示する最低水準として従来の実施方法に基づい

て業務を行うものとする。 

(1)建築設備保守点検業務 提案の有無 有 無 

業務項目 

※既存の仕様書類に 

定める項目を明記 

提案の概略       

          

          

          

(2)各設備保守点検業務 提案の有無 有 無 

業務項目 

※既存の仕様書類に 

定める項目を明記 

提案の概略       

          

          

          

(3)運転・監視及び日常点検業務 提案の有無 有 無 

業務項目 

※既存の仕様書類に 

定める項目を明記 

提案の概略 

    

    

    

(4)環境整備業務 提案の有無 有 無 

業務項目 

※既存の仕様書類に 

定める項目を明記 

提案の概略 

    

    

    

(5)植栽管理業務 提案の有無 有 無 

業務項目 

※既存の仕様書類に 

定める項目を明記 

提案の概略 
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(6)廃棄物管理業務 提案の有無 有 無 

業務項目 

※既存の仕様書類に 

定める項目を明記 

提案の概略 

    

    

    

(7)環境保全業務 提案の有無 有 無 

業務項目 

※既存の仕様書類に 

定める項目を明記 

提案の概略 
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【様式７】 

     
７. 各業務の従来の実施方法に対する改善提案 

■簡潔に記載すること。 

  

 （1） 改善提案を行う業務及び項目 

  

  

  

  

  

 （2） 改善提案の趣旨 

  

  

  

  

  

 （3） 改善提案の具体的な内容 

  

  

  

  

  

 （4） 最低水準の確保に対する説明 
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【様式８】 

     
８. 緊急時の体制及び対応方法 

■緊急時（施設管理業務の実施に当たり想定していたとおりの業務実施が困難になる未知の事故・事象 

が生じた場合）のバックアップ体制と対応方法を記載すること。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

   






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































